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はじめに──本稿の成り立ち
東京都では特に都立高校や都立学校で顕著
であるが、入学式や卒業式における国歌斉唱
の強制が東京都教育委員会によって行われて
いる。それは、2003年10月23日に東京都教育
委員会から出された通達「入学式、卒業式等
における国旗掲揚及び国歌斉唱の実施につい
て」（いわゆる「10.23通達」と呼ばれている）
以後、顕著になっている。その過程で「通達」
をもとにした強制に同意できない教員の不起
立や斉唱拒否が行われ、その行為にたいして
「校長の職務命令違反」を理由として、毎年
処分者が出されているという異常事態が続い
ている。これは学校現場において望ましい状
態とは言いがたい。
現在まで被処分者のうちの多くの教員が、
東京都人事委員会に提訴したものの不利益処
分が撤回されないため、やむにやまれず「処
分取り消し」を求める裁判を起こして不当性
を訴えている（処分取り消しや予防訴訟を含め
て、2008年12月までに東京地方裁判所で９件、
高等裁判所で３件が係争中である）。
東京地方裁判所民事部に提訴された訴訟
（173人の都立学校教職員が原告であり被告は東
103
和光大学現代人間学部紀要 第2号（2009年3月）
学習指導要領を根拠にした
国旗・国歌強制の論点と問題点
梅原利夫 UMEHARA Toshio
はじめに──本稿の成り立ち
意見書 ──Ⅰ 教育の本質とは何か
Ⅱ 教育の本質的要請からして、国旗・国歌の強制は教育になじまない
Ⅲ 学習指導要領の国旗・国歌条項の解釈と指導のあり方
Ⅳ 日本での国旗・国歌の取り扱いの変遷と、世界での扱い
Ⅴ 10.23通達および校長の職務命令の問題点
Ⅵ 学校運営のあり方という観点からみて、校長の権限とは
Ⅶ 結論
【要旨】現在係争中の裁判で、裁判所に意見書を提出した。そのテーマは「学習の指導過
程で国旗・国歌を強制することは、教育という営みに抵触するのではないか」というもの
である。
まず「教育の本質とは何か」と問い、生徒の学習の権利を保障するために学校や教師の
指導する責務があることを示した。その上で、国旗・国歌の強制は教育になじまないこと
を述べた。現在の学習指導要領では、確かに国旗・国歌条項が書かれているが、学習指導
要領の基本的な性格からして、あたかも法律のように強制の根拠にするには無理があるこ
とを論じた。さらに東京都教育委員会が「10.23通達」なるもので詳細な儀式規程を示し、
その通りの実施を校長に求め、校長は「職務命令」で教職員に強要するという強制の構図
は、学校運営のあり方からみて適切ではないことを示した。
京都知事、2007年２月９日に提訴、事件表示
「平成19年（行ウ）第68号」、原告団の通称「東
京『君が代』裁判（一次訴訟）」）は、被処分者
の数では最大規模のものである。
私はその原告弁護団の依頼を受けて、「学
習指導要領を根拠にした国旗・国歌の強制は
教育の条理から言って許されないのではない
か」という論点にたいして、裁判所での証言
をすることになった。そのために前もって
「意見書」を作成し提出した。
以下に収録するのは、東京地方裁判所に提
出した意見書の全文である。それは、教育課
程研究者としての私のこれまでの研究成果を
背景にまとめられた文書である。
なお、2008年７月17日に、私は原告側証人
として出廷し、およそ２時間にわたって原
告・被告双方の代理人からの尋問を受け、最
後に裁判長からも異例の尋問を受けた。すで
にその速記録も出来上がっている。そこには
論争点が鋭く示された上に興味深いやり取り
が反映しており、意見書以上に私の見解が明
確に展開されている。しかしその分量は、意
見書の２倍にものぼるので、今回は収録しな
かった。別の形で公表したいと考えている。
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意見書
学習の指導過程で
国旗・国歌を強制することは、
教育という営みに反します
2008年6月10日 梅原利夫
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Ⅰ 教育の本質とは何か
１．教育は、人間として成長し発達しつつあ
る子ども・青年（以下では主に高校生を意識して
生徒と言う）に対して、他者（大人、教師、友
人など）が教育的な働きかけを行うことによ
って、生徒自身の人間性全体（人格）の形成
を促す（発達させる）営みです。国語辞書類
では文字通り「教え育てること」と書かれて
いる場合が多いのですが、大事なことは教育
の中心に「生徒自身が学習する行為」をしっ
かりと位置づけて行うことです。したがって
厳密に言うと、「教育とは、本人が学習する
ことを他者が援助する働きかけを通して、学
習者自身を人間らしい存在に育てていく営み
である」と捉えた方がより適切だと思います。
すなわち教育とは、生徒の内側から「もっ
とわかりたい」という要求を引き出して、学
習という行為に一緒に誘い込み、いわば伴走
者のように励ましながら、生徒が学んでいく
ことを援助して行く、目的意識的な営みなの
です。
２．この様に、学習する権利（学習権）を保
障することを軸に人間形成を促すという教育
の理念は、日本国憲法（1947年施行、第26条
「すべて国民は、法律の定めるところにより、そ
の能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を
有する」）や、教育基本法（1947年施行、2006
年改正、第１条「教育は、人格の完成を目指し、
……行わなければならない。」）や、子どもの権
利条約（1994年日本批准、第３条「児童に関す
るすべての措置をとるに当たっては、……児童
の最善の利益が主として考慮されるものとす
る。」）など、教育に関する根本法の立法の趣
旨に照らしても導かれるものです。
３．学習とともにもう一つ重要な考え方は発
達という言葉です。発達とは、当人の納得を
得ながら学習に誘い込む中で、もともと当人
が有している人間としての可能性を引き出し、
それを現実の諸能力として開花させ育ててい
くことです。
私は、「わかる、かかわる、かわる」、これ
が人間が発達して行くさいのキーワードであ
ると考えています。学習を通じてものごとが
「わかる」、このことは極めて重要な人間の活
動です。この「わかる」ということを通じて、
私たちは確かな人間として成長して行く背骨
のような基本柱を築くものだと思います。し
かも「わかる」という行為は、自分一人の孤
独な行為ではなくて、同じ仲間の、あるいは
違った考えの仲間同士で、人間的な「かかわ
り」を持つ中で学ばれるのです。つまり学習
というものの中で豊かな人間関係が築かれる、
そういう行為が学習の中には含まれています。
「わかること、かかわること」、そのことを通
じて初めて人間が「かわる」、つまり発達し
て行く、そういう大きな意味が教育の中にあ
るのだと考えます（梅原利夫『育てよう人間力』
20ページ）。
このことは、生徒が教科について学習する
場合でも、特別活動での学校行事に参加する
場合でも、そのさいの教育の本質は双方とも
に学習の指導である以上、原理は同じことな
のです。
４．学習する権利（学習権）を保障すること
を軸に人間形成を促すという教育の原理につ
いては、私が納得しているだけでなく、教育
学の世界では一般に共有されている考え方で
あり、学会でも広く普及しているものです。
また日本国内だけではなく、国際的にも通用
している考え方です。
そのさいに、生徒の学習を指導するために
行う教師及び教師集団の教育計画や実践にお
いて、教師の職業上の専門性や自主性を発揮
することが広く認められています。なぜなら
指導とは、生徒に提供される文化の豊かさが、
教材を準備する過程で掘り起こされ、それを
生徒に納得と共感をもたせながら学ばせるこ
とであり、このように努力して初めて教育の
原理が発揮されるからです。そのために教師
には、絶えず教育内容や教材の開発に励んで
行けるような専門的な素養を研鑽することが
必要ですし、自分で納得した内容や方法を獲
得するには、そのような教師の役目を自覚し
た自主的・研究的・実践的な取り組みが不可
欠なのです。
Ⅱ 教育の本質的要請からして、国旗・
国歌の強制は教育になじまない
１．これまでに述べてきたように学習する権
利を中心にして教育を行うという考え方に立
ちますと、指導とは他者がその学習を導くの
ですから、指導の本質は、「誘いこむこと、
その気にさせること、伴走しながら励ますこ
と」にあります。ですから指導は、強制の対
極にある教育観であると言えます。
これに対して強制とは、ある行為にたいし
て学習者自身の中に自分の意思や判断がある
のにもかかわらず、それを認めようとせずに
権力や威力で押さえつけ、ある形式と内容の
行為のみを無理にさせようとすることです。
同じような論理で、指導の中味にかんして教
育者自身の中に確信に満ちた意思や判断があ
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るのにもかかわらず、それを認めずに権力で
押さえつけ、ある形式と内容の指導行為のみ
を無理にさせようとすることです。
２．教育に「ある程度の強制はつきものでは
ないか」との意見も見られます。例えば、授
業が始まっているのに教室に入ろうとしない
生徒が居た時に、教師が「『教室に入りなさ
い』と強制する場合があるではないか」と説
明されたりします。
しかしこの場合は、２つの意味で強制と呼
ぶにはふさわしくありません。第１に、この
場合の指導の本質は、「速やかに学習する態
勢に向かうように説得し促している」のであ
って、たとえ言い方が時として厳しいものに
なったとしても、それは生徒の学習する権利
を充足させるための指導行為であり、やみく
もに命令に従わせるような強制とは指導の質
が違うのです。
第２には、その目的が生徒にとって「最善
の利益」（学習による人間の発達）となるもの
を保障するために行うのであって、強制とは
場面や意味が違い、生徒の基本的人権や人格
を侵害するものではないからです。
もしも教育の過程で、やむなく「強制」的
な行為を行わざるを得ない場合があるとすれ
ば、思いがけなく生命や身体の危機に関わる
事態にあたって、それを回避させるために緊
急に避難させる場合がその典型でしょう。
そもそも、ものごとが「わかる（理解する）」
ように学習の指導にあたっている場合には、
ていねいな指導の中味によって学びが進行し
て行き、その結果としてものごとがわかるの
であって、その過程を踏まずに「わかりなさ
い」と強制されても、まったく意味がないこ
とは明らかでしょう。
３．現憲法下での国旗・国歌については、
1946～7年に日本国憲法が公布され制定され
た期間及びそれが普及された期間に、当時の
社会が、憲法にふさわしいシンボルとして新
しい国旗と国歌をどのように制定したらよい
のかを考えて、国民的な論議をおこし選択す
るべきものでした。そしてごく一部には、新
しい国旗・国歌を制定しようという取り組み
も行われました。しかし当時は、まず新憲法
を普及・浸透させることが最重要課題であり、
国旗・国歌制定問題が大きな国民的な課題に
まで押し上げられるまでには至りませんでし
た。主権在民と平和国家建設をうたう日本国
憲法にふさわしい国旗・国歌を国民的な論議
の中で検討し制定することは、今日もなお、
いわば日本社会の宿題としてずっと残された
課題になっているのだと考えます。
その国旗・国歌が「日の丸・君が代」でい
いのかどうかについては、大日本国帝国憲法
下で「日の丸・君が代」が天皇主権と侵略戦
争のシンボルとして徹底的に利用されて来た
という歴史の事実について、その評価や解釈
やうけとる感情については、いまだに国際社
会と日本社会の中で明確に重要な違いが存在
しています。ですから、日本での国旗・国歌
問題はただちに教育一般のことがらに解消さ
れえないものであり、解決が求められている
社会の切実な課題として捉えられるべき問題
だと思います。「国旗・国歌法」が制定され
た（1999年、ある不幸な事件をきっかけにして
あわただしく国会を通過しました）からと言っ
て、上に述べたような課題は解決済みになっ
たわけではなく、依然として日本社会で論じ
られ解決への努力がなされなければならない
問題であることに、変わりはありません。
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４．国旗・国歌は、戦前の明治期天皇主権の
社会では、「日の丸・君が代」が充てられる
ようになりましたが、なかなか広がらず、そ
のために主に軍隊と学校教育の場で浸透させ
られて行きました。特に学校教育の場では、
皇室に関わる祝日に行われる儀式において、
天皇制国家への忠誠心を抱いた臣民を育むも
のとして、「日の丸」に向かって敬礼し「君
が代」を高らかに歌うことが、有無を言わさ
ずに求められました。
このことは、敬虔なクリスチャンや民族意
識のある外国人や忠誠に疑問を持つ日本社会
の人々に対して、当時においても客観的には
重大な人権侵害をもたらすものでした。まし
てや主権在民の日本国憲法下の現代社会では、
なおさら強制はまったく認められるものでは
ありません。
「政府としては、今回の法制化に当たり、
国旗の掲揚等に関し義務づけを行うことは考
えておらず、したがって、国民の生活に何ら
の影響や変化が生ずることとはならないと考
えている」との総理大臣答弁（1999年６月29
日衆議院本会議）は、教育の世界でも貫かれ
なければならないものです。
５．現在でも、国旗・国歌に対する思いとそ
の取り扱いについては、教育の世界の中でも
各学校の中でも各個々人でも立場と意見が分
かれており、当然のことながら各人の内心の
自由といわれる思想・良心・感情・気分は、
複雑で千差万別です。教育活動においては、
この様に重大なことがらに対する受けとめ方
に千差万別の思想・良心・感情・気分が有り
得る問題については、基本的人権の尊重の立
場から、ていねいな配慮を行うことが必要で
あり、当人のとる立場と行動については、選
択の自由が大きく認められなければなりませ
ん。
学習の主人公である生徒のなかにも、重大
な事柄に対して意見や感情の違いに多様な可
能性があるか又はあることが予想される時に
は、教育活動という名のもとに「ある行為の
みを一律に強制する」ことは、教育の本質か
らいって妥当ではありません。なぜなら、教
育にとってまず必要なのは、なぜ意見の違い
が存在しているのか、問題の争点はどこにあ
り、どのような基準で判断したらいいかにつ
いて、客観的な事実や資料を提供することに
あるからです。そして、その時点で生徒自身
が自分の判断を下せるよう援助することが重
要なのです。
ましてや教師の教育活動を強制して、「あ
る行為のみを強制するように指導させる」こ
とは、教師に認められている指導についての
専門的・自主的な判断を力で一方的に抑える
ことであり、教師が教育を司る権利を抑圧す
るものです。そのことによって教師の基本的
な人権をも侵害しているのです。教師の人権
や教育権がないがしろにされた中で、納得の
行かない指導が強制されるならば、指導は結
局は人と人との信頼と人格の交流の中でしか
成立しないのですから、教育の成果はかえっ
て生まれず逆効果を招くことになりかねませ
ん。それは結果として、生徒の学習する権利
や真実を知る権利が抑えられることにつなが
り、学習を通して発達する権利が侵害される
ことにつながるのです。
６．教育内容について国家的介入はできるだ
け抑制的であるべきことについては、「学力
テスト旭川事件最高裁大法廷判決」（1976年
５月）でも明確に述べられています。すなわ
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ち判決では、「国は、……必要かつ相当と認
められる範囲において、教育内容についても
これを決定する権能を有する」としながらも、
「政党政治の下で多数決原理によってされる
国政上の意思決定は、さまざまな政治的要因
によって左右されるものであるから、……本
来人間の内面的価値に関する文化的な営みと
して、党派的な政治的観念や利害によって支
配されるべきでない教育にそのような政治的
影響が深く入り込む危険があることを考える
ときは、教育内容に対する右のごとき国家的
介入についてはできるだけ抑制的であること
が要請される」としています。この様な観点
から「憲法の下においては、子どもが自由か
つ独立の人格として成長することを妨げるよ
うな国家的介入、例えば、誤った知識や一方
的な観念を子どもに植えつけるような内容の
教育を施すことを強制するようなことは、憲
法26条、13条の規程上からも許されないと解
することができる」と述べているのです。
学力テストの調査に関わる教育内容につい
ても、この様な判断が下されたのですから、
本件で問われている「国旗・国歌」について
の教育内容については、いっそう抑制的でな
ければならないと考えます。
Ⅲ 学習指導要領の国旗・国歌条項の
解釈と指導のあり方
１．学習指導要領は、学校教育法施行規則に
よって性格付けられた、文部科学大臣が公式
にしめした（告示）「学習指導に関する文書」
であって、法律そのものではありません。そ
もそも、「学習指導」にかかわる文書は「法
律」のような性格を持ち得ないのです。
なぜなら、もともと学習指導に関わる文化
や教育内容や教材などは、法的事項にはなじ
まないからです。文化や教育内容は、そこで
展開されている内実自体の妥当性や説得性や
科学的な証明などによって、はじめて有効に
人々の内面に浸透していくものであり、決し
て法律のように拘束力をたてに強要するよう
な性質のものではありません。
したがって生徒にたいする学習の指導とは、
教師および教師集団が、これから取り組もう
とする教育の目標に意義とやりがいを見出し、
その立場から教育内容を選択し教材を作って、
それを自らの全人格的な行為を通して指導す
るものなのです。だから教材に込められた文
化の内実は、指導する教師自身がどれだけ深
く学び取り、自分自身の文化としてどれだけ
豊かに身に付けているのかによって、その質
の深さや説得性が決まってくるものです。指
導とは、指導者が自分で納得し得たレベルの
質でしか本当には伝えることができないので
す。これが教育の営みが持つ厳しい現実です。
また生徒の側も、その教材を学習という自
らの人格的な行為を通して学びとっていくも
のです。このように指導と学習の相互行為は、
互いの人格的な行為を媒介にして初めて成り
立つものですから、一義的な規則や行為を義
務づけようとする法律的事項には、全くなじ
まないのです。
２．現代ではどの国も学校教育に関わって学
習指導要領のような文書を作っていて、教育
の水準を保とうとしています。しかし日本の
学習指導要領は、たとえば先進国と言われる
国々の中でも、飛びぬけて深刻な問題を抱え
てきました。私はそれを３つの弱点と言って
きました。
①作成過程の密室性……学習指導要領は公
的な文書であるのにもかかわらず、いま
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だに誰がどのように作っているのか公表
されていません。ですから、ある時期の
ある教科にはある特殊な考え方が反映し
ていたり、教科の間の連携が取れていな
かったりしても、責任を取ろうとしない
のです。
②内容と方法の非科学性……一例をあげま
すと、社会科小学校６年生の歴史分野で、
1989年改訂から42人の人物が特定されま
した（必ずこれらの人物が教科書に取り上
げられていなければならない）。例えば、
浮世絵師の安藤広重はありますが葛飾北
斎はありません、それまで多くの教科書
に登場していた歌人の与謝野晶子がはず
され、軍人の東郷平八郎が採用されまし
た。しかしどうしてそうなのか、誰も説
明できないのです。
③実施過程の権力性……日本の学習指導要
領については、文部科学省による強制力
はずば抜けて強く、そのために教科書の
検定でいつも執筆者は苦しめられていま
す。強制力は文部科学省だけに止まらず、
各地域の教育委員会による強制も強まっ
ています。最近では週案といって、週ご
との授業の計画を事前に提出しそのたび
に管理者の点検を受け修正を余儀なくさ
せられ、子どもや地域の実情に合わせて
授業をしたいという教師の専門的な判断
を押さえつけている地域もあります（梅
原利夫『学力と人間らしさをはぐくむ』の
「はじめに」部分）。
ですから、学習指導要領そのものの抜本的
な改革・改善が求められているのです。
３．それでは学習指導要領には何がどのよう
に書かれているのでしょうか。ここでは、本件
の対象になっている「高等学校学習指導要領
（文部省告示、平成11年３月）」をとりあげます。
まず、総則冒頭の文言は学校におけるすべ
ての教育活動にあてはまることが書いてあり
ます。
──────────────────
各学校においては、法令およびこの章
以下に示すところに従い、生徒の人間と
しての調和のとれた育成を目指し、地域
や学校の実態、課程や学科の特色、生徒
の心身の発達段階及び特性等を十分考慮
して、適切な教育課程を編成するものと
する。
学校の教育活動を進めるに当たっては、
各学校において、生徒に生きる力をはぐ
くむことを目指し、創意工夫を生かし特
色ある教育活動を展開する中で、自ら学
び自ら考える力の育成を図るとともに、
基礎的・基本的な内容の確実な定着を図
り、個性を生かす教育の充実に努めなけ
ればならない。
──────────────────
まず重要な事は、教育課程は「各学校が…
…適切に編成する」とあり、どのような事柄
であれ、上から一律に定めてその通りに従わ
せるものではなく、それぞれの学校の自主的
で適切な編成を奨励していることです。しか
も十分に考慮すべきは「実態、特色、発達段
階」などであり、考慮事項の具体的な内容や
程度が各学校で違っているのですから、それ
ぞれ個性的な特色ある教育課程を編成し実施
することが認められているのです。
４．さらに「第４章 特別活動」における目
標も、すべての特別活動の指導に貫かれてい
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なければならないものとして書かれています。
──────────────────
望ましい集団活動を通して、心身の調
和のとれた発達と個性の伸張を図り、集
団や社会の一員としてよりよい生活を築
こうとする自主的、実践的な態度を育て
るとともに、人間としての在り方生き方
についての自覚を深め、自己を生かす能
力を養う。
──────────────────
特別活動は、「Ａ ホームルーム活動 Ｂ
生徒会活動 Ｃ 学校行事」の３分野からな
っており、いずれについても「自主的、実践
的な態度を育てる」ことが強調されています。
そして「自己を生かす能力を養う」のが目的
なのですから、これらの活動で「自己が生か
されない」あるいは「自己を押さえつける」
ような結果がもたらされてはならないと読み
取ることができます。
５．これらの基本的な姿勢の中で、次に「Ｃ
学校行事 （１）儀式的行事」が位置づけら
れるのです。
──────────────────
Ｃ 学校行事
学校行事においては、全校若しくは学
年又はそれらに準ずる集団を単位として、
学校生活に秩序と変化を与え、集団への
所属感を深め、学校生活の充実と発展に
資する体験的な活動を行うこと。
（１）儀式的行事
学校生活に有意義な変化や折り目
を付け、厳粛で清新な気分を味わい、
新しい生活の展開への動機付けとな
るような活動を行うこと。
──────────────────
ここで考えなければならないことは、「厳
粛で清新な気分を味わ」うとは、どのような
ものなのかということです。また「新しい生
活の展開への動機付けとなるような活動」と
は、どのようなものかということです。この
部分について、一義的な解釈をしたり公式な
説明を踏み込んで行うことは、越権行為であ
ると考えます。学習指導要領には、これしか
書かれていませんから、それぞれの儀式にお
いて、各学校でその中味を考え創意工夫をこ
らした活動を作り上げていっていいことにな
ります。
以上で見てきたように、①学校での教育活
動全般、②特別活動、③儀式的行事と順を踏
んできて、やっと最後に「指導計画の作成と
内容の取り扱い」という項目があり、その３
番目に入学式・卒業式についての位置づけが
出てくるのです。
──────────────────
３ 入学式や卒業式などにおいては、そ
の意義を踏まえ、国旗を掲揚するととも
に、国歌を斉唱するよう指導するものと
する。
──────────────────
ここでも「その意義」とはなにか、端的に
は「卒業式の意義」とはなにかが問われなけ
ればなりません。それは素直に考えれば、教
育課程を修了し無事に卒業できたことをお互
いに祝いあうということでしょう。入学式で
は入学までに成長した喜びを分かち合うとと
もに、これからの学校集団で学習と生活が順
調に行われ、そこにうまく参加できるのかが
関心ごとですし、卒業式では卒業に至ったこ
とを祝福しあい、これからの上級学校での学
習や生活、または新しい社会での労働や生活
などに慣れていけるかが切実な問題です。
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そのような場に、必ず国家のシンボルであ
る国旗・国歌が、いきなり登場しなければなら
ない必然性は、この文面からは見出せません。
６．また「指導するものとする」と言う時の、
指導の内容はなにか、誰が誰にたいしてどの
ように指導するのかについても、具体的に指
摘されているわけではありません。
そもそも上の文章は「指導計画の作成」に
関わって言われているのですから、「作成と
取り扱い」の主語は常に「学校は」となり、
直接に個々の教師に向かって「掲揚」や「指
導」をするように指示しているものではあり
ません。そのことは、Ⅲ－３で指摘したよう
に、あらゆる指導計画は「各学校が……適切
に編成する」という大枠に囲われていると捉
えるのが妥当です。
したがって、入学式・卒業式での国旗掲揚、
国歌斉唱のやり方は、各学校が創意に基づい
て編成すればいいのです。
そうなれば、教育という行為は、当事者の
納得と合意が最大限に得られて行われること
によってこそもっとも効果が期待されるもの
なのですから、この「取り扱い」の文章を根
拠にして、直接に個々の教師の指導を縛るわ
けには行かないと考えます。国旗・国歌の指
導を教師に強制する根拠や、ましてや職務命
令を発する根拠にはなりえないと考えます。
あくまでも「当事者の納得と合意が最大限に
得られる」ように努力しあうことが、学校運
営には欠かせないのです。
７．ところで、現行の高等学校学習指導要領
に次のような記述があります。
──────────────────
世界史Ａ 「オ 地域紛争と国際社会
冷戦終結後の世界で起こった地域紛争の
原因や歴史的背景を追究させ、国際社会
の変化や国民国家の課題について考察さ
せる。」（第２節 地理歴史、第２ 世界史
Ａ、２ 内容、（３）現代の世界と日本）
「内容のオ及びカについては、例示され
た課題などを参考に適切な主題を設定し、
生徒の主体的な追究を通して認識を深め
させるようにすること。」（３ 内容の取り
扱い、（２）エ）
数学Ⅰ 「数を実数まで拡張することの
意義を理解し、式の見方を豊かにすると
ともに、一次不等式及び二次方程式につ
いての理解を深め、それらを活用できる
ようにする。」（第４節 数学、第２ 数
学Ⅰ、２ 内容、（１）方程式と不等式）
──────────────────
このように、学習の指導にあたっての内容
や取り扱いの指示がされています。しかし授
業に取り組んだことのある教師ならば体験的
に知っていますが、「地域紛争の原因や歴史
的背景を追究させ」ることや「国民国家の課
題について考察させる」ことは、高校生には
きわめて難しい課題です。全員がそれを成し
遂げることができているのかと、もしもある
基準で判定しようとしてみても、それは無理
というものでしょう。ましてや、「生徒の主
体的な追究をとおして認識を深めさせる」
（内容の取り扱い）ことは、どこまで行っても
「これでよし」とは言えません。
数学についても生徒全員について、文字通
り「理解を深め、それらを活用できるように
する」のは、現実にはほとんど不可能です。
つまり学習指導要領で言われている内容や
取り扱いは、永遠に努力目標なのであって、
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全員の達成を義務付けて点検するわけには行
かないレベルの表現になっているのです。も
しも、これらの達成を学校と教師に義務づけ
て（あるいは職務命令をだして）、そのように
しなかったからという理由で、学習指導要領
違反の判定をしたり処分の対象にしたりした
ならば、教育の世界では笑い者になってしま
うでしょう。
学習指導要領の記述とは、この様な性格の
ものなのです。だからそれは、「特別活動」
の項目でも変わりはありません。教科の領域
では責任を問えないのに、「特別活動」の儀
式的行事の項のみに突然義務付けがされるの
ならば、これほど異常なことはありません。
学習指導要領の整合性が破壊されてしまって
います。
８．この様に学習指導要領にもとづいて、国
旗・国歌の指導を行うべしと言っても、学習
指導要領自体がその根拠を説明していません
し、こと細かに指示をしているわけではない
のです。したがって、文部科学省と各学校と
の間に教育行政機関が介在し、学習指導要領
の文面を大きく超えて詳細を指示し、かつそ
の実施を権力的に迫る根拠はないと言わざる
を得ません。
Ⅳ 日本での国旗・国歌の取り扱いの
変遷と、世界での扱い
１．日本の教育現場での「儀式的行事」およ
び「入学式や卒業式」における「日の丸」
「君が代」の扱いの変遷には、歴史的な特徴
が見られます。
日本において戦前の学校儀式は、「小学校
祝日大祭日儀式規程」（1891年、文部省令）で
決められましたが、その際の中心は御真影と
教育勅語でした。儀式は大祭日（明治期は、
新年・紀元節・天長節の三大節儀式）と一般儀
式（入学式、卒業式など）に分けられ、もち
ろん大祭日が重要視されていました。
こうした儀式の時に「日の丸」をどうする
かの規程は、当初は何もなく、式場に掲げら
れることもほとんどありませんでした。「日
の丸」が学校行事や儀式に盛んに取り入れら
れるのは、日中戦争が本格化する昭和10年代
（1930年代後半）以降になってからです。
他方で「君が代」は、「小学校祝日大祭日
儀式規程」にもとづき告示された「小学校儀
式唱歌歌詞及楽譜」（1893年）に載っていま
す（８曲のうちの最初）から、大祭日や一般
儀式のさいに歌われるようになっていきまし
た。
「日の丸」や「君が代」が広く普及してい
くのは、戦争の激化に伴い国定教科書や学校
行事に取り入れられることによってでした。
その意味で学校教育での影響は大きなものが
ありました。
２．戦後になって学習指導要領に「日の丸、
君が代」が初めて書かれるようになったのは、
1958年改訂（小中学校、高校は1960年）の時で
す。
もともと学習指導要領ははじめは表紙に
「試案」と書かれ、これを参考にして各学校
がそれぞれの教育課程をつくって実践してい
くことが奨励されていました。戦後何回かの
改訂の後、1958（昭和33年）の小中学校の改
訂時から「試案」の文字が削除されてしまい
ました。
その後の変遷を高校学習指導要領の「特別
活動」にあたる項目の「取り扱い」事項に即
して並べてみます。
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○1960（昭和35）年版
国民の祝日などにおいて儀式などを行う場
合には、生徒に対してこれらの祝日などの
意義を理解させるとともに、国旗を掲揚し、
君が代をせい唱させることが望ましい。
○1970（昭和45）年版
〈以下、変化した部分を中心に記述〉
国旗を掲揚し、「君が代」を斉唱させるこ
とが望ましいこと。
○1978（昭和53）年版
国旗を掲揚し、国歌を斉唱させることが望
ましいこと。
○1989（平成元）年版
入学式や卒業式などにおいては、その意義
を踏まえ、国旗を掲揚するとともに、国歌
を斉唱するよう指導するものとする。
○1999（平成11）年版
〈変わらず〉
この様に見てくると、改訂にともなって国
旗・国歌の指導条項の文章表現は、強められ
てきてはいますが、しかし学習指導要領全体
の性格から言っても、また冒頭の総則の表現
から言っても、「義務化された」と解釈する
ことはできませんし、「内心がどうであれ命
令に従わなければならない」規定であると読
み取ることもできません。
３．諸外国の教育における「儀式的行事」お
よび「入学式や卒業式」の実態はそれこそ多
様です。式そのものを行わない国さえありま
す。またドイツやイタリアなど、先の戦争を
反省して国家体制を変えた国々では、国旗・
国歌そのものを新しい国家にふさわしいもの
に変えてきました。
世界各国では、国家の成り立ちや体制の違
いもあり、国旗・国歌の制定の仕方もまちま
ちです。慣習で成り立っている国や、憲法で
定められている国や、法律で定めている国な
どが見られます。教育に対する国家の関与に
ついては、ドイツのように州ごとの自治が強
く国家が直接に指導しない国もあり、これも
また多様性が見られます。
たしかに国旗・国歌の由来が教育の中で教
えられたり、国旗が掲揚されたりしている国
もあります。しかし日本のように、本人の意
思に反してまで起立や斉唱を強制したり、処
分をちらつかせながら入学式や卒業式で起立
や斉唱を義務づけたりしている国は見あたり
ません。
（世界各国の事情には、文部科学省の調査資料
「国旗及び国歌に関する関係資料集」〈平成11年9
月、文部省初等中等教育局〉も参考にしまし
た。）
４．かつて私自身が体験した入学式の様子を
お話しします。私はドイツ連邦共和国に１年
間留学したことがあります（1986～87年）。北
部のシュレースヴィッヒ・ホルシュタイン州
の州都であるキール大学で研究していた時、
機会があれば現地の学校訪問をして授業参観
をさせていただいていました。ドイツは連邦
制をとっているので州ごとに政府があり、憲
法や教育法は各州ごとに定められています。
９月の入学日にある公立の小学校を訪ねま
した。ドイツでは伝統的に小学校の入学時に
は、子どもたちはお菓子の入った大きな逆円
錐形の包み（シュール・テューテ、直訳すると
学校の三角袋）を親からもらい、それを大事
そうに抱えて学校の講堂（舞台と客席のある）
に集まり、めいめいの親子が好きな席に座っ
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ていました。私もその中の一人です。
やがて舞台のそでから一人の男性の先生ら
しき人が現れて、にこにこしながら参加者に
挨拶をし出しました。あとから考えるとそれ
が校長先生による歓迎の挨拶だったのです。
次にすでに学校で学んできた２年生が、何人
かのグループになって登場しました。あるグ
ループは歓迎の歌をうたい、別のグループは
学校で生活している様子を報告しています。
つまり上級生が「ようこそ、学校生活はこん
なところですよ」と表現しているのです。客
席からは拍手や笑いが起こり、なごやかな中
にも入学を喜び合う雰囲気で包まれていまし
た。その後は、また別の先生が現れて伝達事
項のようなものを話していました。
これが入学を祝う会のメインの中味です。
司会もなく、一同起立もありませんし、舞台
にはドイツ国旗も掲揚されてはいません。ま
ことにシンプルですが、心のこもった入学を
祝う会でした。私はかなりカルチャーショッ
クを受けましたが、それがその国や地域の学
校の習慣なのだと納得しました。この頃は、
全国的に入学のニュース報道もありましたが、
この様な雰囲気を伝えるものが主流でした。
５．戦前の教育では、教育勅語に基づいて、
国定教科書を典型として全国一律の定型化し
た教育が徹底されてきました。儀式的行事も
例外ではありませんでした。戦時下になると
その傾向はますます強まったのです。
戦後の教育は、そのような硬直化した教育
の反省に立ち、子どもの個性を伸ばし、地域
や子どもの実態に即した教育を各学校が行っ
ていく方向に、大きな転換が図られたのでし
た。
儀式の時だけは全地域的（都立学校はすべ
て同じ）に一律に、上から決められた、詳細
な方式に則って、忠実にやらなければならな
いという方針自体が、個性教育の本質からみ
て異常なのです。むしろ儀式での画一的な形
態の遵守を求めることで、それ以外の教育の
内容や方法や学校運営の画一化に広げて行こ
うという傾向に拍車がかかることを憂います。
Ⅴ 10.23通達および
校長の職務命令の問題点
１．東京都教育長による所謂「10.23通達」
は、その内容が学習指導要領の趣旨と文面か
ら、大きく逸脱しています。それぞれについ
て検討してみます。
まず、「１ 学習指導要領に基づき、入学
式、卒業式等を適正に実施すること」とあり
ますが、先に述べたように学習指導要領に書
いてあることはきわめて限られたシンプルな
文面のみであり、何が「適正」かの判断基準
が具体的に書いてあるわけではありません。
別紙に書いてある「実施指針」が「適正」の
具体的な中味である、と教育長自身は考えて
おられるかもしれませんが、それを裏付ける
客観的な根拠は見あたりません。
さらに第２の項目では、「別紙『入学式、
卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱に関
する実施指針』のとおり行うものとする」と
ありますが、「実施指針」が「適正」である
という説明は何もないということです。「東
京都教育長が指針を出した、だからそれは適
正である」、と言っているに過ぎないのです。
これでは説得力がありません。この様な論法
が許されるならば、今後は教育長が出す「通
達」はすべて「適正」である（なぜならそれ
は教育長が出したから）、だから従いなさいと
いうことになってしまいます。この様な論法
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は通用するはずはありません。
「通達」の３項目目は、「教職員が本通達に
基づく校長の職務命令に従わない場合は、服
務上の責任を問われる」としています。まず
疑問なのは、校長が「本通達に基づ」いて
「職務命令」を出すことが前提視されていま
す。しかもこの職務命令は、各学校の長たる
校長が、自らの自主的・主体的な判断で出し
たとは理解できません。なぜなら、校長が発
する「職務命令書」は都立高校や都立盲・ろ
う・養護学校で一律の文面であり、とてもそ
れぞれの判断と表現で作成したものとは読み
取れません。すでにここでも、東京都教育委
員会教育長は、校長から自主的な選択権や裁
量権を奪っているのです。実際に各学校では、
同一の文面で校長が職務命令を出しており
（実態は出させられており）、この「通達」に
基づいて出すことが強要されているのです。
そもそも教育活動は、学校の関係者（つま
り指導を行う教師集団、学習を行う生徒集団、
理解と支援を行う保護者など）による信頼関係
が築かれ大方の合意が成り立って、はじめて
意義をもち効果を生むものです。「通達とそ
れに基づく職務命令」は、この重要な前提を
壊してしまっています。そうなれば、もはや
それは教育や指導とは言えないと思います。
２．「実施指針」での詳細な指示もその根拠
は何もありません。
まず「国旗の掲揚について」の指針ですが、
（１）「国旗は、式典会場の舞台壇上正面に掲
揚する」ことや、（２）「国旗にあっては舞台
壇上正面に向かって左、都旗にあっては右に
掲揚する」などの指示は、学習指導要領の限
定的な記述にたいする乱暴な逸脱であり、そ
の程度もはなはだしいと言わざるを得ません。
「舞台壇上正面」でないと「厳粛で清新な気
分」が味わえない理由はありません。まして
や、国旗と都旗の位置など、いずれがどっち
などについて指示する根拠もまったくないの
です。
同じことは、国歌斉唱についても言えます。
（１）式次第に記載し、（２）司会者が発声し
起立を促し、（３）教職員は、指定された席
で国旗に向かって起立し、斉唱する、（４）
ピアノ伴奏等により行う、などの指示に至っ
ては、細部にわたるあまりの画一的な指示に
驚くばかりです。そもそも指導における「指
針」とは、現場で創意工夫が生かされること
を前提にして大筋の方向を示すだけのもので
あり、このような詳細な指定ではとても「指
針」とは言えないものです。
さらに、「会場設営等について」でも、（１）舞
台壇上、（２）会場正面に演台を置き、（３）児
童・生徒は正面を向いて着席するなど、いわ
ゆる多様な形態の一つであるフロア形式を全
面的に否定するために書かれたと読み取るこ
とのできる指示を書いており、そのことへの
執着は異常としか受け取ることができません。
３．この様に「通達と指針」は、学習指導要
領の性格と文面を大きく逸脱しています。こ
の様な詳細な点まで書き込むことや、それの
遵守を一律に求めることなどを、学習指導要
領を根拠にして正当化することは、とうてい
できません。
Ⅵ 学校運営のあり方という
観点からみて、校長の権限とは
１．学校運営における校長の権限とは、学校
教育目標にてらして、教育の論理と教育の本
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質による道理に基づいて教職員の中に基本方
針を理解させ、大筋で納得が得られるよう努
力を行った結果として、学校運営の責任者と
しての実質的な信頼が得られる中で、現実的
に発揮されるものです。
そのさいに、教育という営みが成り立つ大
前提として、教育関係者（生徒―教師・教師
集団、校長―教師集団、教育行政―学校、保護
者―学校など）の信頼関係が築かれているこ
とが、きわめて重要です。この様な信頼関係
は、互いの存在と役割を理解し合い、納得と
合意をめざしながら行われる日々の教育活動
の中から生まれてくるものです。したがって、
これらを破壊しかねないものには、例えば有
無を言わさず実行を迫る乱暴さ、権力や権威
を背景に強制する体質、不信感や無力感を生
み出しても省みない不遜さなどがあります。
教育の世界からこれらを取り除くことこそが、
いま求められているのだと思います。
２．通達は、そのような努力を校長にもさせ
ようとする配慮もなく、通達どおりに実行さ
せることを強要するものになっており、学校
運営のやり方としてはもっとも「してはなら
ない」ものなのです。これでは、信頼と合意
を創りあげようと願う校長の努力もないがし
ろにされ、ただ「通達」に忠実に従う管理職
にしようとしています。しかも、「通達と指
針」は何人をも納得させるものではありませ
ん。「通達」どおりにさせようとすることは、
教育者としての校長の自主的な判断や教育者
として有している良心すらも踏みにじるもの
であり、学校現場に不信感と無力感を撒き散
らす効果しか生み出すことにはならないでし
ょう。それは、教育の「自殺行為」であると
思います。
Ⅶ 結論
以上から、学校教育において学習の指導過
程で国旗・国歌を強制することは、教育にお
ける指導という営みに反するものである、と
言わざるを得ません。
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